
ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できるテレワークは、「人口減少時代における人材確保」や
「地方創生」に寄与し、「働き方改革」にも有効な手段として期待されています。本セミナーでは、
テレワーク全般の動向、セキュリティを含む情報通信技術や労務管理上の留意点、導入企業等の
事例などを説明します。
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火令和2年1月21日
13：00～16：00（開場12：30）
※引き続き16：00より個別相談会
100名
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佐賀市城内1丁目1-59
TEL：０９５２-２５-７１００
URL：http://www.pref.saga.lg.jp/
　　　kiji00347052/index.html

佐賀県庁大会議室
（新館11階）

担　当：荒木、諸橋、井上
T E L：03-5577-4572　F A X：03-5577-4582
E-mail：hatarakikata@japan-telework.or.jp

主催：総務省
後援：一般社団法人九州経済連合会、佐賀県商工会議所連合会、佐賀県商工会連合会、
　　  佐賀県中小企業団体中央会、佐賀県経営者協会

共催：佐賀労働局、佐賀県、一般社団法人九州テレコム振興センター（KIAI）
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※申込に際して収集した個人情報は、目的外で利用することはありません。

主催者等挨拶

テレワークをめぐる最新動向
総務省　情報流通行政局　情報流通高度化推進室　課長補佐　諏訪三宝子
テレワーク実施時の労務管理上の留意点
社会保険労務士法人ＮＳＲ　テレワークスタイル推進室　ＣＷＯ　武田かおり 氏
テレワークにおける情報通信技術面の留意点
株式会社テレワークマネジメント　マネージャー　シニア・コンサルタント　鵜澤純子 氏

テレワーク導入企業等の事例①（自治体の取組）
愛媛県西条市　総務部 ICT推進課　副課長　渡部誉 氏
テレワーク導入企業等の事例②（企業等の取組①）
住友商事株式会社　人事厚生部　主任　武藤千明 氏
テレワーク導入企業等の事例③（企業等の取組②）
株式会社WORK SMILE LABO　代表取締役　石井聖博 氏
個別相談会（原則、事前に相談内容を登録した方）
（例）テレワーク導入時のICT、労務管理、総務省のテレワーク施策など

QRコードhttp://teleworkkakudai.jp/seminar/
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テレワーク導入企業等の事例②（企業等の取組①）

テレワーク導入企業等の事例①（自治体の取組）
社会保険労務士法人ＮＳＲ
テレワークスタイル推進室　ＣＷＯ　武田かおり 氏

テレワーク実施時の労務管理上の留意点

テレワークにおける情報通信技術面の留意点

社会保険労務士。総務省地域情報化アドバイザー。政府事業・企業・
団体等講演多数、相談1000件以上。労働新聞社「テレワーク最前線
（全24回）」連載、日経ムック『実践！テレワークで「働き方改革」』監
修、日本法令「テレワーク導入・運用の教科書」共著など。

株式会社テレワークマネジメント
マネージャー　シニア・コンサルタント　鵜澤純子 氏
ITコーディネータ。情報セキュリティ管理士。総務省テレワークマ
ネージャー。総務省地域情報化アドバイザー。テレワークセキュリ
ティガイドライン検討会構成員（2017年度）。総務省等のテレワー
ク普及事業において50社以上の導入コンサルティングに従事。

テレワーク導入企業等の事例③（企業等の取組②）

住友商事株式会社　人事厚生部　主任　武藤千明 氏
2015年入社。 ビル事業部に配属。神田地区での大型複合施設開発
プロジェクトやオフィスビルのテナントリーシングに従事した後、
2018年より人事厚生部に異動。現在は、働き方改革プロジェクトや
労務管理等を担当。

愛媛県西条市　総務部　ICT推進課　副課長　渡部誉 氏
1971年西条市生まれ、47歳。市税・企画・財政・教育委員会分野を
経て現職。国立女性教育会館「女性教員の活躍推進研究委員～
2018」、内閣府「戦略的イノベーション創造PG ビッグデータ・AIを
活用したサイバー空間技術分科会委員2019～」

株式会社WORK SMILE LABO
代表取締役 　石井聖博 氏
2015年より4代目として現職。より良い働き方を提案する会社への
変革に着手。本社をライブオフィス化し自社の働き方を実際に体験
できる「ワクスマ」事業を開始。中小企業に特化したテレワークなど
多様な働き方に挑戦し中小企業へテレワークの推進を行っている。
（2018年度総務大臣賞を受賞）


